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大学院 の 学歴 価値 と雇用の 流動性

一 可 視性 ・流動性連関仮 説一

大 森 　不 二 雄 　 （熊本 大 学 ）

1 ．研究の 背景 ・目的

　世界の 知識労働者 （専門職 ・管理 職等）は、

事務系を含め 、 今や大学院の 学位保持者が普通

で ある。と こ ろが 、目本で は相変わ らず、博士

は敬遠 され、文系 の 場合は修士 も就職に不 利で 、

社会人の 大学院で の 学修は 処遇や転職に 活か さ

れ ない た め 、 人材は大学院を迂 回 しが ち で あ る 。

また、 日本の 知識労働者 の 転職は稀で ある。

　本稿は、学位が可視化す る知 の 有用性 と雇用

の 流動性 とが連関す る と の 「可視性 ・流動性連

関仮説 を提示 す る とともに 、 検証す るため の

研究の 枠組み を提 唱する こ とを 目的 とす る 。

2 ，未成熟な大学院教育

　多くの 日本人 は 、 日本 が 「学歴 社会 」だ と認

識 し 、 反学歴 社会的な言説に何の 疑い も持 っ て

い ない 。出身大学名が幅を利かす こ とをも っ て 、

学歴社会とされ る 。 焦点は相変わ らず学士課程

數育で ある。し か し、今や世界 で もの をい う学

歴 は大学院教育で あ り、 国際比較データを見れ

ば、高学歴化す る世界の 趨勢に 日本が取 り残 さ

れ て い る の は 明 らかで あ る 。 2005 年（米国の み

2004 年）時点で 人 口 千入当た りの 大学院学生数

は、米国 8．48、英 国 9．17、フ ラ ン ス 8．46、韓国

5．84 に対 し、口本 は 1．99 にす ぎない （文部科学

省デー
タ よ り）。事務系 を含 め管理 職 ・専門職 が

修士 ・博士 の 学位を有す る世界的趨勢か ら、 目

本は 取 り残 され て い る。「大学教育は 役 に立 たな

い 」 とい っ た言説は 、世界標準 の 学歴社会か ら

程遠い 日本の 現実を正 当化 して い る。

3 ．非流勳的な正 規雇用

　1990 年代以降、人件費削減 と雇用調整 の 手段

として 、パ ー ト・ア ル バ イ ト・派遣 ・契約等 の

非正 規雇用 の 拡 大 と正 規雇用（正 社員）の 縮小 が

急速 に進 んだ 。 政府 も こ れ を後押 しする規制改

革 を進 め 、 今 日 、 全雇用者の 3 割以上 を非正 規

雇用が 占め る 。 雇用問題が 閉塞感の 一因で ある

こ とは、格差社会論争に見 られる通 りで ある。

　 とこ ろが、論争は迷走気味で あ る。改革論者

と批判論者は と もに、「雇用の 流動化 Jが 終 身雇

用 を崩壊 させ っ っ ある とし 、 米国型 の 競争社会

をモ デル に見立 て て論 じる。前者は こ れ を肯定

し 、 後者は批判する 。 だが 、 両者と も誤 っ て い

る。米国型 に向か う雇用 の流動化な ど起こ っ て

い ない の で ある 。
「正 社員の 転職率は過去 15 年

間ほ とん ど変わ っ て い ない 」 （『平成 18 年版国

民 生活 白書』）と政府が認 める よ うに 、 正 規雇用

の 流動化 は見 られない。非正 規雇用 とい う不 安

定雇用 が増大 しただ け の 「擬似流動化」で ある 。

　 問題 は 正 規雇用 の 非流動性に ある 。 欧米 の 若

者が就 くパ ー
トタイム や有期雇用 の 職は、将来

の フ ル タイ ム 無期雇用の 職に つ なが り得 る経験

だが、 日本の 非正規雇用か ら正規雇用 へ の 転換

は容易で ない 。雇用形態 の 差異が社会的 「身分」

と化 して い る 。 正社員 も転職 は困難で 、「就社」

した会社 の檻 の 中の 成果主義で 閉塞 し て い る。

4 ．知識労働者の非流勳性 と質 ・量共に不 十分

　な大学院教育の相互 補完性

　大学院の 学位及 び学位の 表示す る知が尊重 さ

れない 最大の 要因は 、知識労働者 の 流動性 （転

職の 容易 さ） の低 さ で ある。日本 で は、知識労

働者 を含む 正 規雇用は、外部労働市場が発達 し

て お らず、非流動的で あ る 。 外部労働市場が発

達 して い る場合、転職に際 して学位は
一定水準

の 明示 知 の 保持証明 として 機能 し 、 市場 にお け

る通貨（カ レ ン シ ー一・
）の よ うな性格 を持 ち得るが 、

転職 が困難か っ 例外 的な流動性の 低い 所で はそ

もそ もカ レ ン シ ーの 必 要 陸も低い 。流動性 の低

い 閉鎖的な企業祉会や官僚組織にお い ては 、 組

織内 の 人 間関係や組織特殊的な知 が個 々 人に と

っ て 死活的に重要 （ありて い に言えば出世や地

位保持に役立 つ ） となる
一

方、組織を超 えて 通

用す る普遍的な知 の 重要 性 は 相対的に 低くなる 。

　 逆方向か ら見れば、質 ・量共に 不十分な大学

院 し か ない 高等教育シ ス テ ム が、非流動的 ・閉

鎖的な労働市揚の 維持要因となっ て い る とも言

える。学位 ・専門知識 を武 器 に転職す る こ とが

困難な非流動的な雇用シ ス テ ム と大学院の 質量

共 に不 十分な高等教育シ ス テ ム は 、相互 補完的

で 安定 性を有 し て お り、い わ ば均衡状態 に ある。
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　社会人大学院生 は、企業派遣が な くとも 自発

的な キ ャ リア ア ッ プや学位 ・資格 の 取得等 の た

めに入学する者が多く 、 近年 、 急速に増大 して

きた 。 文部科学省の 学校基本調査の デー
タ によ

る と、修士課程にお い て 、1987 年度には 815 人

にすぎなか っ た社会人学生 が 、 2000 年度には

7
，
264人、2007 年度 に は 19，784人 にまで大幅増

して い る 。 しか し、国際的にみ れ ば、そ の 規模

は まだ非常に小 さい 。大学院修了 に よ っ て 得 ら

れる学位や学修成果が、企業等によ っ て あま り

評価されない 、処遇に ほ とん ど活か されて い な

い 、とい う現実が立 ちはだか っ て い る 。

　社会人 にな っ て か ら取得す る学位が雇用 シ ス

テ ム にお い て評価 され ない の で 、 雇 用側か ら大

学に対す る学位取得者の 質保証の 要求は弱く 、

大学側に と っ て社会人 の 大学 院入学者の 質の維

持 に腐心 するイン セ ン テ ィ ブ に欠ける。他方、

学生定員充足 の た めに選抜 を緩やか なも の にす

る 逆方向の イ ン セ ン テ ィ ブが働い て い る。する

と 、 企業等は社会人 の 取得学位をますます評価

しな くなる。 こ うし た負の サイク ル が成立 し て

しま っ て い る 。 学部段階で は入学難易度の 高い

銘柄大 学で あ っ て も、大学院段階で は入学が比

較的容易で あ る現状にお い て
、 大学院段 階で銘

柄大学 の 学歴 を獲得するケース を
一

部企 業関係

者等は 「学歴 ロ ンダ リン グ」 と呼 ん で評価しな

い な ど、大学院教育の 質保証の 観点か ら憂 うべ

き事態 にある。職業 レ リバ ン ス の 評価 も低 い 。

5 ．流動性 ・司視性連関仮説

　日本で は 学位の 価値 と学位に よ っ て 表示 され

る 「明示知」 （形式知）の 価値が 低い が 、これは

日本 の 知識労働者 の 「雇用 の 流動性 」 が低 い こ

とと関係がある。知識労働者の 流動性 と可視的

な明示知 の 有用性 は 、 相互 補完的に連 関 して い

る。これを報告者は 「流動性 ・可視性連関仮説」

とし て提 唱 し て い る （大森 2008 ）。

　管見 の 限 り 、 上記拙稿以 外には 、
「知識 労働者

の 流動性」 の 低 さとい う日本 的雇用 シ ス テ ム の

特徴 と、大学院規模の 小 ささとい う日本の 高等

教育シ ス テ ム の 特徴 とを結び 付 け、「組 織特殊

的」 か 「組織超 越 的 」 「普遍 的」 か とい う 「知 」

の 形態論に よ っ て 説明 した論考を未 だ知 らな い 。

6 ．今後の研 究の 枠組みの提案

　 「流動性 ・可視性連関仮説」 の 実証 に取 り組

む た めに は 、 以下 の よ うな高等教育研 究 と雇

用 ・労働研究の 学際的な視座か らの研究の 枠組

みが必要で あ る と考え られ る。

6．1．大 学院の 普及状況 と雇用の 流動性に 係 る

　調査研究

　国内外の公 的統計データ及 び既存の 学術研究

デー
タなど集積され た諸デー

タを二次分析す る

こ とによ り、仮説の 基礎 となる雇用流動性及び

大学院普及状況につ い て 、 B 本 と諸外国の 国際

比較デー
タを整理 ・分析 し 、

マ ク ロ レ ベ ル で雇

用流動性 と大学院普及状況の 連関を確認する。

6．2．企業の 求め る人材と教育に 係 る調査研究

　 ミク ロ レ ベ ル で仮説 の妥 当性 を検証す るた め、

企 業側の視点 か ら求 める人材 と教育の在 り方 に

つ い て、サン プ リン グ調査 に よる定量的分析及

びイ ン タ ビ ュ
ー

調査に よる定性 的分析 を行い 、

諸外 国に比 べ 日本に お い て大学院修了者へ の 人

材需要が拡大 しな い メ カ ニ ズ ム の 解明を目指す 。

6．3。高等教育の 教育成果に関する調査研究

　上記 B と 同様 に ミク ロ レ ベ ル だが、高等教育
の 卒業者 ・修了者 の 視点か ら、 高等教育の 有効

性 と成果活用に対する障害の解 明を目指 し、定

量調査及び定性的調査 を行 う。 職業 レ リバ ン ス

の 高い 大学院教育プ ロ グラム の 事例研究 も行 う。
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